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論文内容の要旨 
 
１． 概要と目的 
（１）本論文の概要 
 窮境状態にある中小企業が自主再生するためには、社長自身が危機意識をもち、再生に
対する強い意欲をもつことが決め手となる。このことを指摘した定性的な研究も少なくな
い。 
 本研究では、窮境状態の中小企業の社長のもつ危機意識や当該会社の実行力を定量的に
評価し、危機意識や実行力が、再生指導専門家によるいかなる介入指導により醸成され強
化されるのか、また、会社の実行力の向上がいかに会社の収益力を改善し再生への道筋に
つながるのかを解明し、中小企業の経営再生活動および再生指導の実務の充実に寄与する
ことを目的としたものである。 
 
（２）本論文の研究目的 
本論文は、抜本的なＶ字型回復策を必要とする中小企業のなかでも、とくに窮境状態 
にある企業の再生においては、再生指導専門家による経営介入によって、経営者の危機意
識を強化することが再生の鍵となり、また会社の実行力にも影響をあたえ、さらに実行力
の向上が収益力の改善に影響を与えることを定量的に分析したものである。 
また、再生指導専門家が介入指導を行い、社長の持つ危機意識を強化し、会社の実行力 
を向上させることにより収益力が改善し、企業価値を向上させる経営再生のメカニズムが
説明され、想定した介入指導から収益力改善に至る経路において実際に機能していること
を検証することを本研究目的としている。 
本論文は第一章から第八章のまとめまでの八章で構成されており、次のように構成され
ている。 
第一章では、研究の背景と目的について述べている。社長のもつ危機意識、中小企業再 
生指導の実務、金融機関の対応、経営再生へのメカニズムなど、本研究の背景の説明を述
べている。 
第二章では、先行研究と本研究の仮設の設定および企業再生活動の流れについて述べて
いる。 
第三章では、用語の定義、研究のサンプルの説明、評価項目および評価方法について述
べている。 
第四章では、仮設１・検証１「介入指導を受けて社長のもつ危機意識は強化される」の
検証をしている。 
第五章では、仮設１・検証２「介入指導を受けて会社の実行力は向上される」の検証を
している。 
第六章では、仮設２「社長のもつ危機意識が強化すると会社の実行力が向上する」の検
証をしている。 
第七章では、仮設３「会社の実行力が向上すると収益力が改善する」の検証をしている。 
 第八章では、まとめとして、仮設に対する検証の要約、経営再生メカニズムの検証、本
研究の総括と今後の研究課題を述べている。 
 
論文審査の結果の要旨 
 
１． 本論文の構成と意義 
（１）論文の構成と表現 
本論文は以下のように構成されている。 
① 問題の提起と研究目的 
第二章、第三章では、それぞれ本研究の背景、先行研究・仮設の設定・経営再生活動 
の流れ、用語の定義、研究のサンプルの説明、評価項目および評価方法について述べ
ている。 
② 仮設の設定 
   本研究においては、以下の 3項を仮説および検証の命題として設定している。 
仮説 1：「再生専門家の介入指導を受けて社長の持つ危機意識や会社の実行力は強化
される」 
    検証 1：介入指導を受けて社長の持つ危機意識は強化される。                 
    検証 2：介入指導を受けて会社の実行力は向上される。    
仮説 2：「社長の持つ危機意識が強化すると会社の実行力が向上する」 
仮説 3：「会社の実行力が向上すると収益力が改善する」 
③ 仮設の検証 
各仮説に対する検証結果は下記のとおり。 
仮説 1：「再生専門家の介入指導を受けて社長の持つ危機意識や会社の実行力は強化
される」 
   検証 1：介入指導を受けて社長の持つ危機意識は強化される。 
   第四章において、介入指導を受けて社長の持つ危機意識は再生前に比べて、再生後は
有意差をもって強化されることが示唆された。よって、仮説 1検証 1は支持された。 
   第五章において、 
検証 2：介入指導を受けて会社の実行力は向上される。 
   介入指導を受けて会社の実行力は再生前に比べて、再生後はと有意差をもって向上さ
れることが示唆された。よって、仮説 1検証 2は支持された。 
    仮説 2：「社長の持つ危機意識が強化すると会社の実行力が向上する」 
     第六章において、社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響について、社長の
持つ危機意識と会社の実行力間の相関関係を求めた。再生後には帰無仮説は棄却され、
有意で社長の持つ危機意識と会社の実行力間の相関関係が示唆される。 
仮説 3：「会社の実行力が向上すると収益力が改善する」の検証 
     第七章における仮説 3の検証では、次の 2点の視点から検証を行っている。 
      １）会社の実行力の向上が経常利益率の改善に影響を与える 
      ２）会社の実行力の向上により、経常利益率は改善される 
     会社の実行力が向上すると経常利益率にどのような影響を与えるかについて、会社の 
実行力と経常利益率間の相関関係を求めた。再生後には、有意で会社の実行力と経常
利益率間の相関関係が示唆される。  
      再生活動をすることによって、再生前に比して再生後の経常利益率は改善されるこ
とについて、再生活動により、再生後は再生前に比して、有意水準に近く改善がされ
たことが示唆される。 
よって、仮説 3のうち、会社の実行力の向上により、経常利益率は再生後改善される、
については有意水準 5％近くで支持された。 
      本研究ではまた、第八章において、仮説に付帯する項目である企業属性および社長
特性によって、社長の持つ危機意識、会社の実行力そして経常利益率に違いがあるか
について検証を行った。 
      この分析の結果、再生後においては、ほとんどの企業属性および社長特性が、社長
の持つ危機意識が会社の実行力に影響を与えることが示唆された。 
      本研究でまた、 企業属性・社長特性によって会社の実行力が経常利益率に与える影
響が違うかにつき、次の 2点の視点から検証を行った。 
１）企業属性や社長特性により、会社の実行力の向上が経常利益率の改善に与える 
影響は違う。 
２）企業属性や社長特性により、会社の実行力の向上により、経常利益率は改善す
る。 
この分析の結果、再生後の危機意識と実行力の相関関係は、ほとんどの属性・特性に
有意差があると示唆された。 
    本研究ではまた、第八章において、企業属性・社長特性により、経常利益率の改善
に違いがあるかについても検証した。 
      この分析の結果、再生前に比して再生後の改善が認められる企業属性および社長特
性は、次の通りである 
・経営タイプのうち、ワンマン型および組織型社長 
・注力業務のうち、営業型社長 
・売上高規模のうち、10億円以上の企業 
・社歴の長さのうち、社歴 40年未満の企業 
      再生後の項目内分類間において、経常利益率の差が示唆されるのは、売上規模間と
社長の経営タイプ間、および社長の注力業務間である。 
      売上規模では年商 10 億円以上の比較的規模の大きい企業が再生後の経常利益率に
おいて、それ以下の規模の企業に差をつけている。なお、注力業務の「注力業務なし」
社長が、再生前に比べて再生後の経常利益率がマイナスに悪化している。 
 
本研究ではまた、再生指導専門家が介入指導を行い、社長の持つ危機意識を強化し、
会社の実行力を向上させることにより収益力が改善し、企業価値を向上させる経営再
生メカニズムについて述べ、このメカニズムを解明することが本研究の狙いであると
述べている。 
  
再生指導を実践するにあたって、申請者は、再生指導専門家が介入指導することに
より、社長の持つ危機意識が強化し、会社の実行力が向上をする。さらに、介入指導
を受けて強化された社長の持つ危機意識は、会社の実行力の向上に影響を与え、会社
の実行力の向上は経常利益率改善や再生結果に影響力を与える、という一連の経営再
生メカニズム手法を工夫し実践してきた。 
      本研究において申請者は、社長の持つ危機意識と会社の実行力を定量評価すること
によって、この経営再生メカニズムが機能することを確認し、介入指導から収益力改
善に至る再生メカニズムが実際に機能していることが確認された。 
（２）本論文の特徴と意義 
本研究は、以下のような当該領域の研究開発上の特徴と意義を有していると考えられ
る。 
     本研究において、従来、定性的にしか評価されることのなかった窮境企業の社長のも
つ危機意識と、当該会社の実行力を、定量化して評価する方法を構築した。これによっ
て、社長の危機意識強化や会社の実行力向上に対する再生指導手法の効果を客観的に評
価できるようになった。 
     さらに社長のもつ危機意識が会社の実行力向上に与える影響、会社の実行力向上が経
常利益率の改善への寄与などについて論理的に確認分析することができるようになっ
た。 
     また本研究において、社長の持つ危機意識と会社の実行力を定量評価することができ
ることが確認されたことにより、実践における経営再生メカニズムが機能することが支
持され、社長の経営意識の変革から再生に至る道筋を実際に「見える化」することがで
きると考えられる。このことはまた、複数の企業再生の事例において、比較可能な形式
により表現できる可能性を拓いたことになり高く評価される。提案されている経営再生
メカニズムの構成も過度に複雑ではなく適用可能性が高い。 
 
２． 本論文の審査過程と総合評価 
（１） 審査の過程 
   本論文の審査は、２０１８年１１月２３日に論文中間審査を行い、本申請者からの研
究論文の提出と研究内容の報告を受け、質疑応答と研究評価および論文構成・記述の問
題点の指摘と改善の要請を行った。本申請者は適正に改善作業を進めた。 
   ２０１９年２月３日に論文最終審査を行い、本申請者から改訂後の論文提出と研究内
容の報告を受けた。とくに、申請者により窮境企業再生事業における課題解決への寄与
について詳細な報告を受けた。質疑応答の後、審査委員は総合評価について議論した。 
（２） 審査の結果 
   各審査委員から提出された本論文に関する評価を総合すると、次のように表される。 
① 論文表現・構成 
本論文は、問題提起、仮設設定と実証分析での検証から成っている。章立ても整理
されている。文章の内容としては、問題を説明する必要から窮境にある中小企業再
生事業の実際に触れているために説明の不十分な点はあるが、それは第一章から第
三章に申請者は丁寧な背景説明と用語の定義を行っており、全体としては論旨の記
述と展開も的確である。 
② 研究内容 
       従来、定性的にしか指摘されることのなかった窮境状態にある中小企業の再生にお
ける社長の危機意識の醸成の重要さ、危機感は会社の実行力に影響を与え、収益力
を向上させる影響を与えることを比較可能な形式で定量的に評価できることを提案
したことは高く評価できる。 
③ 応用性 
申請者は長年、窮境状態にある中小企業の再生ビジネスの実践に携わっている。そ
の実践の試行錯誤で生み出した具体的な経営介入方法の有効性を、本研究の定量的
結果により裏付けたことは高く評価される。経営者の危機意識強化を通じた再生方
法は、本研究に実証された定量的な指標を活用して「見える化」を図ることにより、
実践の場面でもきわめて有効な事業再生手法となりうると考えられる。 
④ 実践力・研究力 
申請者は、実践を通じた窮境企業再生の問題点の把握にみられる実務家としての能
力と、経営者の危機意識という、従来定性的分析でしかふれられることのなかった
内面的な要素を、定量的かつ比較可能な形で把握する枠組みで表現し、その危機意
識の強化の企業の実行力への影響、企業の実行力の向上の収益力への影響を分析す
るアカデミックな研究者としての能力を共に有している。 
  
以上の諸点を勘案し、審査委員一同全員一致で、吉岡憲章氏は、博士（経営情報学）の学
位を授与されるに値する、と判定する。 
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